










平成 30（2018）年改正商法により、改正前商法第三編海商　第 7 章船舶
債権者は、第三編海商　第 8 章船舶先取特権及び船舶抵当権と題名と中身も
変更され、平成 31（2019）年 4 月 1 日から施行されている（以下、本稿では、
平成 30（2018）年改正前商法を括弧内では、改正前商と略する。なお、






因をなしたこと。改正前商 842 条 1 号・2 号・4 号～ 6 号・8 号）、ⅲ．公益
上（改正前商 842 条 3 号）または社会政策上（改正前商 842 条 7 号）、ⅳ．
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責任制限による不利益とそれに対する公平上（改正前船主責任制限95条1項、
改正前油濁 40 条 1 項）、ⅴ．外航船における再運送契約の荷送人などの保護








2018 年〔平 30〕改正前の商法は、第 3 編第 7 章を「船舶債権者」として
そのなかに船舶先取特権と船舶抵当権に関する規定を設けていた。
「商法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律」は、2018 年 5 月 25
日に法律第 29 号として公布されたが、改正商法は、その第 3 編第 8 章は「船
舶先取特権及び船舶抵当権」として、第 842 条から第 850 条の規定を置いて
いる。
改正商法 842 条は、人命尊重（1 号）、担保の原因（2 号、4 号）、公益上（3
号）、社会政策上（5 号）のように、並んでおり、前述の改正前のⅳは、変
容しながらも維持されたが、ⅴは、改正前商法 759 条の削除とともに、削除
された。また、本稿で関係のある改正前商法 842 条 8 号の造船者などの船舶






























当権については、不動産の抵当権に関する規定が準用される（商 847 条 3 項）。
改正前商法第 7 章「船舶債権者」の中で、第 851 条は、「本章ノ規定ハ製
造中ノ船舶ニ之ヲ準用ス」と規定していた。同様に、改正商法＝現行商法第







































































































（1）平成 30 年改正前商 851 条：登記船舶に対する船舶抵当権・船舶先取特
権などの規定を製造中の船舶に準用。













ている者からなされることが必要であり（大判大 10 年 3 月 24 日民録 27 輯
687 頁）、保存登記により従前の表題部と登記義務者の登記は抹消される。
2．現在の状況⑺
（1）平成 30 年改正商 850 条：第 8 章　船舶先取特権及び船舶抵当権の諸規
定を、製造中の船舶に準用する。




ⅰ．甲区：船舶登記令（平成 17 年政令 11 号、平成 30 年 12 月 19 日政令
339 号最終改正）3 条 2 項に規定する船舶所有者となるべき者に関する登記
の登記事項を記録する。





















































































民訴 870 条 a, ド競売法 162 条参照）を置かないのは、動産執行による趣旨
である（注解民執（4）22 頁以下〔浦野〕参照。旧法当時は船舶執行説が有
力であった。兼子・執行 274 頁、岡山地決昭和 47 年 11 月 21 日判時 696 号
219 頁など）。所有権保存登記（船登令 29 条参照）、したがって差押登記が














であることが要求される（商 686 条 2 項）。
①漁船の場合
漁船は、商法上の船舶登記・登録とは異なる漁船法上の登録がないと漁船
として使用することができない（漁船法 10 条 1 項。ただし、総トン数 1 ト
ン未満の無動力漁船を除く）。また、総トン数 20 トン未満の漁船につき、農
業動産信用法上の抵当権設定が可能である（同法 2 条 2 項・12 条、同法施
行令 1 条 9 号本文。ただし、総トン数 5 トン未満の漁船については発動機の
備付あるものまたは長さ 7 メートル以上のもの）。以上の扱いは、航海船か
内水船かによって異ならない。さらに、漁船については、これを含めて組成
された漁業財団への抵当権設定もできる（漁業財団抵当法 2 条 1 項 2 号）。
②小型船舶の場合
漁船以外の小型船舶（総トン数 20 トン未満のもの）については、現在、













設定することができる（商 696 条 1 項参照）。また、製造中の船舶にも抵当
権を設定することができる（商 850 条）（後述Ⅲ 1 5 参照）。
④船舶抵当権の効力はその属具にもおよぶ（商 847 条 2 項）。属具が従物で



























高判平成 21 年 4 月 23 日金法 1879 号 37 頁がある。
ⅱ．漁船における漁権
















































条 1 項 3 号）としての意義がある。
2004 年不動産登記法改正に際して全面改正された船舶登記令（平成 17 年







の順位は登記の前後による（商 847 条 3 項〔改正前商 843 条 3 項〕、民 373 条）。
（2）船舶先取特権との関係
船舶抵当権と船舶先取特権が競合する場合、船舶先取特権が優先する（商
848 条 1 項〔改正前商 849 条〕、船主責任制限 95 条 3 項、油濁 40 条 3 項。























要」（大隅健一郎ほか編『判例コンメンタール 13 下（増補版）』980 頁〔小
島孝〕（三省堂、1985）など）といわれるに至っている。ちなみに、2004 年















































































































































（Refundment Bank Guarantee）の実務上の留意点　　195 頁以下
1．はじめに－ Refundment Guarantee の必要性、重要性































































































1．広島地呉支判昭和 56年 9月 18 日⒅の事例再考
広島地呉支判昭和 56 年 9 月 18 日の事例を、平成 30 年改正商法に当ては
めてみると、次のように考えられよう。
今回の改正で、平成 30 年改正前商法 842 条 8 号が削除されたため、本件






船舶抵当権者は、動産質権者と同様、民法 334 条を類推適用し、民法 330







船舶につき実際上問題となる動産保存先取特権（民 311 条 4 号・320 条）
と動産売買先取特権（民 311 条 5 号・321 条）との順位関係は、第 1 順位が
船舶抵当権、第 2 順位が動産保存先取特権、第 3 順位が動産売買先取特権と
なるが（民 330 条 1 項参照）、船舶抵当権者は、抵当権設定時において動産
保存若しくは動産売買の先取特権者があることを知っていたときは、これら
の者に対して、または、船舶抵当権者のためにものを保存した者に対して、















扱いとなっているため（改民執 189 条前段・121 条・59 条 4 項）、被担保債
権を弁済等によって消滅させない限り、留置権者は船舶を留置し続けること
ができる。その結果、留置権者は、事実上の優先弁済をえることになる（清
水・後掲注（13）・127 頁）。なお、旧民事執行法 189 条後段は、181 条 1 項




破産財団に対して効力を失う扱いとなり（破 66 条 3 項）、商事留置権（商
521 条など）は、破産財団に対する関係で、他の動産先取特権よりも劣後す








者をとる裁判例として、福岡地判平成 9 年 6 月 11 日判時 1632 号 127 頁、東
京高決平成 10 年 11 月 27 日判時 1666 号 143 頁、大阪高決平成 23 年 6 月 7







止命令によって（民再 26 条 1 項 2 号）、または再生手続開始にともなって（民
再 39 条 1 項）、その実行が禁止または中止される。ただし、破産手続のよう
に失効するわけではないので（破 66 条 3 項参照）、留置権自体は残ると解さ
れており（東京地判平成 17 年 6 月 10 日判タ 1212 号 127 頁）、別除権の目的
物の受戻し（民再 41 条 1 項 9 号）や担保権消滅許可（民再 148 条）の対象
ともならず、和解による解決しかないといわれる（伊藤・前掲書 966 頁参照）。
また、商事留置権は、破産手続では、特別の先取特権とみなされた上で（破
66 条 1 項）、別除権とされることから、留置権能の存続が議論されるが、再
生手続では、留置権のままで別除権とされるので（民再 53 条 1 項）、このよ
うな問題は生じない（伊藤・前掲書 967 頁）。
破産手続と異なり、商事留置権を特別の先取特権とみなす旨の規定が存在
しないことから（破 66 条 1 項）、手形の商事留置権者たる金融機関には、留
置権能はあるが、優先弁済権が認められず、取立委任手形の取立金を銀行取
引約定にもとづいて貸付金債権に弁済充当することは許されないとする裁判




ば（民再 41 条 1 項 9 号・153 条参照）、事前の弁済充当の合意も再生債権者
の利益を害するものとはいえず、その効力を認めても差し支えないとの考え
方もありうる（最判平成 23 年 12 月 15 日民集 65 巻 9 号 3511 頁、伊藤・前
掲書 967 頁）。
なお、今回の改正で、改正前商法 842 条第 8 号の削除とともに、同号規定
の船舶先取特権が「船舶ノ発航ニ因リテ消滅ス」と規定していた改正前 847


















2．最判昭和 58 年 3月 24 日⒆の事例再考
































そこで、Y1 会社はニチメンとの間で交渉し、結局、昭和 58 年夏ころ、本
件融資は、ニチメンのパナマにある子会社 X 会社（原告〔パナマ共和国法人〕）
を通じて所有権留保方式の買取条件付裸用船契約方式によって行うこととな




（二）　Y1 会社は、本件船舶についての昭和海運〔訴外 S 会社〕からの本
件用船を約束する書面をニチメン側に提示するため、平成元年 1 月 20 日〔山
下教授によると昭和 59 年 1 月 20 日の誤りか〕ころ、S 会社から、Y1 会社
に対する「IHI フューチャー 32A 型バラ積貨物船の件」との表題を有する
書面（本件書類）を取り付けて、これをニチメン側に提示した。本件書面は、
S 会社が Y1 会社に対し、S 会社が本件船舶を昭和 61 年 3 月から 10 年間用




























（二）　ニチメン及び Y1 会社は、それぞれ、X 会社及びセレステをして、
X 会社とセレステとの間に 10 年間の買取条件付裸用船契約を締結させる。
（三）　セレステは、セレステの X 会社に対する用船料等の債務を担保す
るため、次の担保を提供する。
＜ 1 ＞　Y1 会社、Y2 外 3 名の連帯保証
＜ 2 ＞セレステが S 会社から支払を受けるべき用船料等につきセレステ
から X 会社に対する包括譲渡契約
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（四）　Y1 会社は、セレステをして、本件船舶について、＜ 1 ＞ドルフィ
ンに用船に出し、＜ 2 ＞ドルフィンから Y1 会社に定期用船に出し、＜ 3 ＞
Y1 会社からセレステに定期用船に出し、＜ 4 ＞セレステは S 会社に定期用
船に出して、本件船舶を使用させることとする。
（五）　セレステは、本件船舶の引渡日の 6 か月前までに、セレステと S




建造代金は 30 億 7000 万円、支払時期は昭和 59 年 4 月 27 日に 1 億円、起工
時に 6 億円、進水時に 6 億円及び引渡時に 17 億 7000 万円とし、引渡期日を












か月又は 6 か月間を金利期間として、ライボールに年利 1 パーセントを上乗
せした利率
＜ 4 ＞（支払日）











期間、用船料を最初の 3 年間は 1 日当たり最低 6500 ドル、4 年目ないし 6











X 会社に対し、本件造船契約に基づき X 会社が石川島播磨に対して本件船
舶の引渡日までに支払う建造代金の金利（引渡前利息）について、右建造代









（二）　セレステは、昭和 59 年 3 月 24 日、S 会社に対し、本件包括譲渡契
約に基づき、右用船料債権等について書面による債権譲渡通知を行い、S 会
社は、同月 26 日、X 会社に対し、右債権譲渡を異議なく承諾した。
5（保証）






である昭和 59 年 4 月 27 日に第 1 回目の建造代金の内金である 1 億円を支払
つた。
ところが、昭和 60 年 8 月ころ、大手海運業者であつた三光汽船の倒産に




順延して同年 9 月 30 日にしてもらいたい旨の Y1 会社の申出に同意したが、
その際、Y1 会社に対し、本件船舶の起工が順延するのであれば石川島播磨
に対する代金支払時期も順延すること、本件用船の開始時期が遅れることに
なっても用船期間を 10 年間とすること及び 3 年間は最低 6500 ドルの用船料
とすることとの当初の約束については変更しないことなどの条件を付した。
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そして、X 会社と石川島播磨は、同年 12 月 16 日ころ、本件船舶の納期を
同
ママ
年 9 月 30 日とすることを合意した。
（二）　Y2 は、そのころ、石川島播磨との間で、本件船舶の造船価格の引
き下げの交渉を行い、昭和 61 年 1 月ころ、造船価格を約 1 割引きの 27 億
5000 万円とすることに成功し、昭和 61 年 1 月 6 日ころ、ニチメンに対し、
本件船舶の納期を順延すること、船価は 27 億円に引き下げること、右のう






同月 8 日ころ、本件用船が 1 年間は用船料 3500 ドルで行われるとしても、2
年目からは当初の契約どおりの用船料で行うことを確認することを求めた。
しかし、Y2 は、S 会社の用船については、1 年間はとりあえず前記の 3500
ドルの用船料で用船をとるが、2 年目以降はその額も確実ではないとの返答
をした。
（三）　ニチメン側は、同年 2 月 7 日、S 会社に対し、右 Y2 からの話の内
容を確認するために書状を送つたが、S 会社からは何らの返答もなかつたと
ころ、ニチメンは、Y2 から同月 25 日付けの書状を受け取つた。Y2 からの
右書状は、ニチメン側が S 会社に送付した前記昭和 61 年 2 月 7 日付けの書
状によって、S 会社の m 取締役らがニチメン側から非難されたとして、Y1
会社に対し、脅迫まがいの言動を行って、Y2 に、「S 会社が用船をとらない
のは S 会社の責任ではないことを Y2 が確認する。」という内容の書面に署
名させたというものであつた。
ニチメンは、右書状は S 会社や Y1 会社及び Y2 が本件用船を行わないこ






ら、右のような S 会社及び Y1 会社・Y2 の対応を受けて、これ以上本件取
引を継続することはできないと判断した。そして、X 会社は、昭和 61 年 3
月 19 日付け書面により、セレステ並びに保証人である Y2 及び Y1 会社に対
し、本件裸用船契約を解約する旨を申し入れた。
Y1 会社・Y2 は、X 会社からの右解約の申入れに対して何らの返答も行わ












造代金は実質 21 億 5000 万円とするが対外的な関係では 24 億 5000 万円とし
てもらいたいと要望したため、昭和 61 年 12 月 9 日ころ、石川島播磨と X
会社との間で、差額 3 億円についてはリベートの形で X 会社へ返還すると
の合意をした。
また、ニチメンは、昭和 61 年秋ころから、本件船舶の転売先としてメキ
シコの船会社〔TMM〕と交渉を始め、TMM の子会社である RL ストリーマー
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に対して本件船舶を売却する旨合意した。そして、ニチメン側は、前記代金
を石川島播磨に支払って本件船舶を取得した上、昭和 62 年 1 月 23 日、RL
ストリーマーに対し、本件船舶を代金 1000 万米ドル（当時の為替レートで
15 億 0210 万円相当）で売却した。




















































は、法例 7 条 2 項により、行為地法が準拠法といえよう（庄・判時 1500 号












成 30 年改正商法 703 条 2 項〔改正前商 704 条 2 項〕がある限り（新設され


















3．本件では、X 会社、Y1 会社・Y2 のみでなく、ニチメン、セレステ、S
会社、石川島播磨、ドルフィン、RL ストリーマーなどそれ以外の利害関係



























































⑴　箱井崇史『基本講義　現代海商法』231 頁以下、233 頁（成文堂、第 3 版、2018）、
松井信憲＝大野晃宏『一問一答　平成 30 年商法改正』189 頁以下（商事法務、2018）、
拙稿「船舶先取特権をめぐる諸問題―改正案、とくに目的、代位などをめぐって」京
女法学 11 号 85 頁以下（2017）、拙稿「船舶先取特権の譲渡・代位―連合王国・カナ






⑷　2019 年 10 月 4 日海洋私法研究会令和元年度公開勉強会で講義をさせていただく機
会に恵まれた。レジュメは、志津田一彦「講義　改正船舶先取特権の概要と課題―製
造中の船舶などをめぐって」海洋私法研究会会報第 4 号 2 頁以下（2020）に掲載され




り感謝申し上げる次第である。その内容については、2019 Maritime Law Conference
『船舶強制執行與海上保険』3 頁以下に “The Commercial Maritime Code（CMC）




⑸　水澤愼「製造中の船舶に対する抵当権」金法 1122 号 4 頁以下（1986）参照。ちな
 みに、金玲「中国における製造中の船舶」海事法研究会誌 202 号 38 頁以下（2009）、
箱井崇史＝張秀娟「中国海商法における船舶および船舶所有者等」239 号 36 頁以下
（2018）なども参照。
⑹　水澤・前掲注（5）・4 頁以下。




























第 4 版 2018）も参照。
⒁　臺灣海商法の関連条文は、次のようになっている（「全國法規資料庫」https://law.
moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?pcode=K0070002（2020 年 5 月 8 日取得）。
 「第 二 節 海事優先權









 第 25 條
 建造或修繕船舶所生債權，其債權人留置船舶之留置權位次，在海事優先權之後，船舶
抵押權之前。
 第 26 條
 本法第二十二條第四款至第六款之賠償請求，不適用本法有關海事優先權之規定。


















 第 30 條
 不屬於同次航行之海事優先權，其後次航行之海事優先權，先於前次航行之海事優先權。
 第 31 條
 海事優先權，不因船舶所有權之移轉而受影響。
 第 32 條
 第二十四條第一項海事優先權自其債權發生之日起，經一年而消滅。但第二十四條第一
項第一款之賠償，自離職之日起算。
 第 三 節 船舶抵押權
 第 33 條
 船舶抵押權之設定，應以書面為之。
 第 34 條
 船舶抵押權，得就建造中之船舶設定之。（以下、略）」
 　ちなみに、饒志民氏（臺灣高雄地方裁判所判事）によると、臺灣の海商法は、1919〔民
國 8〕年に制定され、1952〔民國 41〕年版（194 条）をへて、現在の条文は、1999〔民
國 88〕年版（153 条）の海商法であり、2000 年、2009〔民國 98〕年〔7 月 8 日〕に一





真澄監訳夏雨訳「中華人民共和国海商法（Ⅰ）」海事法研究会誌 115 号 33 頁以下（1993）
の仮訳による）。





 第 21 条〔船舶先取特権の意義〕
 　船舶先取特権とは、海事債権者が本法第 22 条の規定に基づいて、船舶所有者、裸
傭船者、船舶経営者に対して海事債権を請求し、当該海事債権の生じた船舶から優先
して弁済を受ける権利を有することをいう。





















































又は英国流の assignment of shipbuilding contract によっている。」と紹介する（これ
は、1986 年 3 月 23 日法第 11 号段階の状況と思われる）。
 　最近のパナマ法制（2001 年 6 月 1 日法第 23 号による改正とその後の 2009 年 1 月
23 日法第 12 号による改正後の状況）については、拙稿「船舶金融と船舶先取特権」
堀龍兒先生古稀祝賀『船舶金融法の諸相』137 頁以下（成文堂、2014）なども参照。
さらに、製造中の船舶に対するモーゲージの登記登録に関する条文・資料として、瀬
野克久『船舶融資取引の実務』690 頁（日本海運集会所、全訂版、2014）の Panama 
Law 55 の 263 条など〔志津田・仮訳〕参照。














 264 条：8 条において参照される諸領事館（The Consulates）は、前条及びこの法律











 　さらに、最新の資料として、Jorge Loaiza Ⅲ氏による “Registration of Mortgages 
on Vessels under Construction” Maritime and Transport Law Committee of the 
Section on Business Law of the International Bar Association, Maritime Law 
Handbook ★★★〔3 巻〕Part Ⅱ Suppl.68（2019 年 3 月）pp.33 et seq. なども参照。
ちなみに、最近の建造中の船舶に対するモーゲージについてのイギリスの法的状況に
ついて、David Osborne, Graeme Bowtle ＆ Charles Buss, The Law of Ship 
製造中の船舶と改正船舶担保権法の一考察（志津田） 51
Mortgages 2016, at pp.63 et seq. なども参照。
⒃　海運経済、船舶売買市場、新造船市場からの先端的アプローチとして、Martin 




（2020 年 4 月 30 日取得）。
⒅　判タ 456 号 170 頁、判時 1046 号 130 頁、金商 641 号 49 頁、文献番号 1981WLJP
CA09180003　配当異議事件、裁判結果 認容、控訴。萩原克也・ジュリ 816 号 97 頁、
拙稿「造船者の船舶先取特権の消滅時期をめぐる諸問題」海事産業研究所報 206 号 27
頁以下（1983）。




用保証協会〕の主張する船舶建造による請負代金債権（商法 842 条 8 号）が船舶先取
特権として、X〔永宝造船株式会社〕の船舶抵当権に優先して（商法 849 条）交付を
受ける旨記載されたため、X が Y への交付金額を争って配当異議の訴を提起した事件
である。
 　判決は、Y の先取特権は、（1）Y から引渡を受けた注文者が未了の入渠工事のため、
船員を雇入れ食糧や油などを積込んで、Y 構内岩壁から出航させたところ、その時点
では対象の船は JC 船級の船舶として竣工しており、商法 847 条 2 項の「発航」にあ
たる。（2）Y の先取特権は、注文者名義の所有権保存登記の時に発生し、その日から
1 年を経過するとともに消滅するところ（商法 847 条 1 項）、競売申立はそれより後で
あり、たとい Y の請負代金支払期日が長期の分割払とされても 1 年の右起算点は変わ
らないこと、を理由に消滅したとして、Y への交付額を X への交付額とする旨配当表
を変更した。
 　船舶の製造によって生じた債権については船舶先取特権が認められる（商法 842 条
8 号）。しかし、この先取特権は、船舶製造後まだ航海をしない間に限られ（右 8 号）、
船舶発航によって消滅する（商法 847 条 2 項）。この趣旨は、製造代金は航海前に支
払われるのが通常で、航海後は抵当権者や航海中に発生する船舶債権者を保護する必
要があるからとされる（石井、鴻）。船舶の発航とはなにをいうかについては見解が
分かれ、抜錨をさすとする説（小町谷・海商法要義上巻 278 頁、大判大正 8 年 12 月
京女法学　第 18 号52










⒆　 裁 判 集 民 138 号 361 頁、 判 タ 533 号 144 頁、 金 法 1054 号 45 頁、 文 献 番 号
1983WLJPCA03240002。上告棄却。小島孝「判批」民商 89 巻 1 号 138 頁（1983）、拙
稿「造船材料供給者の債権と船舶先取特権の一考察」琉法 37 号 39 頁以下（1985）、
志津田・研究 218 頁以下、236 頁以下参照。






⒇　 判 時 1482 号 105 頁、 海 法 会 誌 69 号 166 頁（ 復 刊 40 号 ）、 文 献 番 号
1992WLJPCA09280009。裁判結果 一部認容 上訴等 確定。山下友信「判批」ジュリ 
1087 号 155 頁（1996）、庄政志「判批」判評 428 号 56 頁（判時 1500 号 250 頁）（1994）、
大塚明「判批」海事法研究会誌 120 号 1 頁（1994）参照。
 　ちなみに、そのほか、船舶金融に関しては、次のような判例・裁判例がある。
 東京地判平成平成 15 年 9 月 30 日判タ 1155 号 291 頁、金法 1718 号 73 頁、文献番号
2003WLJPCA09300013、東京地判平成 24 年 7 月 18 日文献番号 2012WLJPCA07188006、
広島地判平成 27 年 11 月 25 日文献番号 2015WLJPCA11259006。
21　https://comitemaritime.org/publications-documents/status-of-conventions/
 （2019 年 10 月 18 日取得）。
 Convention relating to Registration of Rights in respect of Vessels under 




2010 年 10 月 7 日批准を取り消している）。




 Done at: Brussel
 Date enacted: 1967-05-27
 In force: not in force
 The Contracting Parties,
 Having recognized the desirability of determining by agreement certain rules 
relating to registration of rights in respect of ships under construction,
 Have decided to conclude a convention for this purpose, and thereto agreed as 
follows:
 Article 1
 The Contracting States undertake that their national law shall contain provisions 
permitting the registration in accordance with the provisions of this Convention, in 
an official public register established by or under the control of the State, of the 
rights set out in Article 5 in respect of vessels which are to be or are being 
constructed within their territories.
 The registration of such rights may be restricted to vessels which, under the 
national law of the State of registration, will be of a type and size making them 
eligible, when completed, for registration as sea-going vessels.
22　1993 年船舶先取特権・抵当権統一条約










誌復刊 37 号 8 頁以下（1993）の仮訳参照。






 4.If at the time of the forced sale the vessel is in the possession of a shipbuilder or 
of a shiprepairer who under the law of the State Party in which the sale takes place 
enjoys a right of retention, such shipbuilder or shiprepairer must surrender 
possession of the vessel to the purchaser but is entitled to obtain satisfaction of his 
claim out of the proceeds of sale after the satisfaction of the claims of holders of 
maritime liens mentioned in Article 4.
 　1967 年船舶先取特権・抵当権統一条約
 第 6 条
 1．各締約国は、第 4 条に掲げる債権以外の債権を担保するために、先取特権又は留
置権を認めることができる。その先取特権は、第 4 条に掲げる一切の海上先取特権並
びに第 1 条の要件をみたしている一切の登記されたモーゲージ及び「抵当権」に劣後







































号 10 頁以下（1985）の仮訳参照。なお、前掲注（14）の臺灣海商法 25 条、中華人民
海商法 25 条なども参照。
 　William Tetley, Maritime Liens and Claims, 2nd ed.1998 at pp.533 et seq. は、「造船
者のリーエンとモーゲージ」について紹介・検討しているが、次のように結んでいる。




 　当該造船者は、当該売買契約の下で 1 リーエンをまた有しうる。そして、いくつか
の裁判管轄において、1 造船者のモーゲージが存在する。あらゆる契約上のリーエン
京女法学　第 18 号56
と同様に、当該造船者のリーエンとモーゲージは、それほど高くはランク付けされて
いない。そして、このことは、今日の商業的文脈では、適切であり、正当である。な
ぜなら、当該造船者は、契約の時点であるいは引渡しの時点で、支払または担保をえ
るある合理的な機会を有していたからである。」と。
 　思うに、こうして、船舶金融、船舶融資取引の法実務は、進化してきたといえるで
あろうし、法学周辺の経済学、経営学、会計学など隣接諸科学を中心に、総合的な分
析が必要であろう。
